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•調査事項（集計事項）の組合せパターンを集積
個別識別性を除去した粒度の細かなミクロ集計データ

調
査
事
項
Ａ

調
査
事
項
Ｂ

調
査
事
項
Ｃ

…

調
査
事
項
Ｅ

乗
率

被調査者１ 1 1 1 2 25

被調査者２ 2 2 1 1 30

被調査者３ 1 1 2 5 40

被調査者４ 1 1 1 1 15

被調査者５ 1 1 2 1 15

被調査者６ 2 1 2 1 15

被調査者７ 2 2 1 2 10

被調査者８ 1 1 2 2 5

被調査者９ 1 1 1 3 20

被調査者１０ 3 1 2 4 30

被調査者１１ 3 1 2 4 30

被調査者１２ 1 1 1 2 20

被調査者１３ 2 1 2 5 20

被調査者１４ 4 1 2 5 15

被調査者１５ 4 1 2 2 15

オンデマンド集計のイメージ

調査票情報
集計用中間作成データ
（データキューブ）

加工・集計

調
査
事
項
Ａ

調
査
事
項
Ｂ

調
査
事
項
Ｃ

集
計
値

セルレコード１ 1 1 1 80

セルレコード２ 2 2 1 40

セルレコード３ 1 1 2 60

セルレコード４ 2 1 2 35

セルレコード５ 3 1 2 60

セルレコード６ 4 1 2 30

総数 1 2 総数 1 2 総数 1 2
集計区分Ａ

　総数 305 120 185 265 80 185 40 40 -

1 140 80 60 140 80 60 - - -

2 75 40 35 35 - 35 40 40 -

3 60 - 60 60 - 60 - - -

4 30 - 30 30 - 30 - - -

集計区分Ｂ
総数

集計区分Ｃ 集計区分Ｃ 集計区分Ｃ
1 2

統計（集計結果）

クロス統計のデータ保持構造
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１．研究の背景

 公的機関や学術研究などの利用において，利用者が調査項目を選択するだけで
統計結果を自動的に出力する，新しい形の統計サービスを研究中

 これにより，既存の結果表にない任意の多重クロス集計が出力可能になり，学
術研究をはじめとする多様なニーズに対応
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全国 北海道 青森県

Ａ 農業，
林業

Ｂ 漁業 ・・・
Ｔ 分類不
能の産業

Ａ 農業，
林業

Ｂ 漁業 ・・・
Ｔ 分類不
能の産業

総数（15歳以上） 1260195 282123 435711 378886 977285 222123 375711 379451 282910

男 656876 157533 255536 209623 532692 127533 225536 179623 124184

Ａ 管理的職業従事者 191416 11403 92070 58684 132157 1403 82070 48684 59259

Ｂ 専門的・技術的職業従事者 220767 59498 100784 55346 185628 49498 90784 45346 35139

・・・

Ｌ 分類不能の職業 244693 86632 62682 95593 214907 76632 52682 85593 29786

女 603319 124590 180175 169263 444593 94590 150175 199828 158726

Ａ 管理的職業従事者 228003 22245 91360 91532 175137 12245 81360 81532 52866

Ｂ 専門的・技術的職業従事者 178185 56636 37478 77731 141845 46636 27478 67731 36340

・・・

Ｌ 分類不能の職業 197131 45709 51337 127611 35709 41337 50565 69520

15～
19歳

1185020 245179 381871 178115 902184 225179 361871 315134 282836

男 553244 146415 184967 178115 479497 136415 174967 168115 73747

Ａ 管理的職業従事者 223239 91348 80092 54987 196427 81348 70092 44987 26812

Ｂ 専門的・技術的職業従事者 198228 30820 63136 100098 164054 20820 53136 90098 34174

・・・

Ｌ 分類不能の職業 131777 44247 61739 43030 119016 34247 51739 33030 12761

女 631776 98764 196904 422687 88764 186904 147019 209089

Ａ 管理的職業従事者 234761 78719 97074 24329 170122 68719 87074 14329 64639

Ｂ 専門的・技術的職業従事者 170529 16900 16617 94245 97762 6900 6617 84245 72767

・・・

Ｌ 分類不能の職業 226486 23145 103213 58445 154803 13145 93213 48445 71683

20～
24歳

626331 162330 115462 227750 475542 152330 105462 217750 150789

男 626331 162330 115462 227750 475542 152330 105462 217750 150789

Ａ 管理的職業従事者 297975 76392 74027 81633 202052 66392 64027 71633 95923

Ｂ 専門的・技術的職業従事者 211700 80929 36018 69976 156923 70929 26018 59976 54777

・・・

Ｌ 分類不能の職業 116656 25009 25417 96141 116567 15009 15417 86141 89

都道府県 産業大分類

年齢（５歳階級）

男女

職業大分類

集計事項：
人口・世帯数

①利用者が調査項目を選択 ②統計結果を自動的に出力

利用者が自らのニーズに合わせ
希望する項目を組合せ

従来の
形態

オンデマ
ンド集計

統計利用者
あらかじめ作成した

統計表を提供

必要な統計表を探して
ダウンロード



オンデマンド集計の仕組み

調査票
情報

集計用
中間データ

作成

① 統計センターにおいて、調査票情報から
集計用中間データ（データキューブ）を作成

統計利用者
(行政目的, 学術研究向け）

② 統計利用者が集計
上の分類項目（表
頭・表側）を指定

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

③ 集計用中間データ（データキューブ）
から必要な情報を合算し、秘匿処理を施
した集計結果を出力

・合算
・秘匿処理
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参加企業
（中小・ﾍﾞﾝﾁｬｰ）

参加企業
（中小・ﾍﾞﾝﾁｬｰ）

参加企業
（中小・ﾍﾞﾝﾁｬｰ）

平成17年国勢調査及び平成21年全国消費実態調査の調査票情報から集計用中間データ
（データキューブ）を実際に作成し，オンデマンドによる統計作成機能を開発

一般利用者（商用利用を含む）を想定し，クラウドテストベッドコンソーシアム※参加メ
ンバー及び次世代統計利用システム開発検討会有識者委員らが利用しシステムを評価

・システム評価

参加事業者
（中小・ﾍﾞﾝﾁｬｰ）

開発検討会有識者委員

・システム評価

クラウドテストベッドコンソーシアム

実証実験の概要

INTERNET

平成２１年
全国消費実態調査

平成１７年
国勢調査

集計用中間データ

※ 総務省施策 「中小ベンチャー企業向け先進的クラウドサービス開発支援事業」に基づき運営されている団体。
中小企業やベンチャー企業向けに仮想マシン等の提供を行った。

・合算
・秘匿処理
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集計は表頭３区分×表側３区分まで可能
地域区分は都道府県単位が最小
秘匿は各セルの度数が１又は２のものについて行うほか，

結果表の数値（整数）は１の位で四捨五入



研究の目的
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新しい匿名化手法の検討

有用性を保持しつつ秘匿性を高めるため，集計結果に対する匿名化処理だけではなく，
データキューブに対する匿名化処理についても検討

e-Statとの連携

利用者のニーズに応じた秘匿レベルの検証

統計利用者
(行政目的, 学術研究向け）

・合算
・秘匿処理

データキューブ
にも匿名化処理

利用者の属性や利用目的によって，集計の細かさや秘匿レベルに対するニーズが異な
ると考えられることから，最適な秘匿レベルを利用者や利用目的ごとに検証

利用者が既存の集計表と同内容の集計を行うよう指示を出した場合に，e-Statから該
当する統計表を参照する機能の開発について検討

地域区分の詳細化等に対応
※ただし，既存の集計表と結果が異なる場合が存在



2. 研究の手順
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③データキューブ作成のためのデータ整備
地域，分類項目 優先順位等の検討

②高次元クロス集計表（度数表）の作成
クロス項目 秘匿ルールの追加

①公表済集計結果表（e-Stat）
クロス項目 秘匿状況の把握

オンデマンド集計
事業所・企業調査 度数表，数量表

公表済
結果表

度数表秘匿

数量表秘匿

最小度数ルール

P%ルール
(n,K)占有ルール

低次元表に基づく集計

秘匿セルを含む上位類
に基づく集計



3. 研究の取組み
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ルール 定義：セルが安全でない場合

最小度数ルール
セル度数が最初に決められた最小度数ｎ
（通常はｎ＝３）未満である

(ｎ, k)占有ルール
大きい方からｎ個の合計がセル合計のk％を
超えている
x1＋x2＋…＋xｎ＞ k / 100・X

Ｐ％ルール
大きい方から２つのx1とx2を差し引いたセ
ル合計が最大値のp％以下である
X-x2－x1＜ p / 100・x1

秘匿ルールの定義

＊参考文献１

欧州統計機構ネットワークによる統計的開示抑制(ESSNet SDC) 統計的開示抑制の手引
き(訳)1.2版, 平成22年1月，独立行政法人統計センター ，製表技術関連資料集 10



対象: 事業所・企業調査の度数表

オンデマンド集計における度数表の開示抑制

公表済
結果表

情報集約

集計セル数,
秘匿セル数,

等

秘匿セル ＝ 情報量損失
セル秘匿率 ＝ 開示リスク

情報量損失 ∝ 開示リスク-1

秘匿箇所
の特定

クロス項目
の検証

高次元クロス集計表の作成
①複数の低次元クロス集計表から
の集計,②区分の統合,③ランダム丸
め法

決定木による平均情報量とクロス項目
ID3（Iterative Dichotomiser 3）の平均情報量（正をＰ,負をｎとする）

決定木：
Gainの大きい項目から木を作成

高次元クロス集計表：
Gainの小さい項目からクロス集計表を作成

9



【事例】 クロス集計表における秘匿処理
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元データ 30レコード 3次元クロス表の場合

産業 地域 経営 度数 売上高 (最大値) (第2位)

1

計 17 2,460 400 250

1
計 8 1,190 400 180
1 5 760 180 170
2 3 430 400 20

2
計 0 0 0 0
1 0 0 0 0
2 0 0 0 0

3
計 9 1,270 250 200
1 1 80 80 0
2 8 1,190 250 200

2

計 13 2,220 400 290

1
計 6 1,040 290 280
1 3 270 100 90
2 3 770 290 280

2
計 3 660 400 160
1 3 660 400 160
2 0 0 0 0

3
計 4 520 180 150
1 2 270 180 90
2 2 250 150 100

総計 30 4,680 400 400



度数表における秘匿対象セルがある可能性の検証
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度数表

地域

行計

秘匿ルール

1 2 3
最小度数ルール

n=3未満
(１, 80)占有ルール 20%ルール

産業 1 8 0 9 17 - - ○

経営
1 5 0 1 6 ○ ○ ○

2 3 0 8 11 - - ○

産業 2 6 3 4 13 - - -

経営
1 ３ 3 2 ８ ○ - -

2 ３ 0 2 ５ ○ - ○

経営 1 ８ 3 3 14 - - -

経営 2 ６ 0 10 16 - - ○

計 14 3 13 30 - - -



最小度数ルールに基づく秘匿処理
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地域
行計

1 2 3
産業 1 8 0 9 17

経営
1 5 0 1 X 6
2 3 0 8 11

産業 2 6 3 4 13

経営
1 ３ 3 2 X ８
2 ３ 0 2 X ５

計 14 3 13 30

二次秘匿

地域
行計 秘匿

1 2 3

産業 1 8 0 9 17

経営
1 5 R 0 1 X 6 ←

2 3 R 0 8 R 11 ←

一次秘匿

産業 2 6 3 4 13 秘匿

経営
1 3Ｒ 3 2 X ８

2 3Ｒ 0 2 X ５ ←

度数「１」,「２」を対象に秘匿セルの抽出



数量表における秘匿対象セルがある可能性の検証

13

産業 地域 経営 売上高 （最大値） （第2位） 度数 (1,80) 20%

1

計 2,460 400 250 17

1
計 1,190 400 180 8
1 760 180 170 5
2 430 400 20 3 ○ ○

2
計 0 0 0 0
1 0 0 0 0
2 0 0 0 0

3
計 1,270 250 200 9
1 80 80 0 1 ○ ○
2 1,190 250 200 8

2

計 2,220 400 290 13

1
計 1,040 290 280 6
1 270 100 90 3
2 770 290 280 3

2
計 660 400 160 3
1 660 400 160 3
2 0 0 0 0

3
計 520 180 150 4
1 270 180 90 2 ○
2 250 150 100 2 ○

総計 4,680 400 400 30



①公表済集計結果表（経理事項等）
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表番号 行数 列数 総セル数 秘匿セル数 [-][…]のセル数 秘匿率

4 581 136 79,016 4,135 3,395 5.5 

5 581 153 88,893 6,944 6,336 8.4 

6 581 153 88,893 6,457 9,944 8.2 

7 131 170 22,270 1,890 2,375 9.5 

8-1 6,157 68 418,676 89,967 131,471 31.3 

8-2 32,538 68 2,212,584 422,460 1,311,465 46.9 

9 19 5 95 ０ 0 0.0 

10 581 154 89,474 8184 5,677 9.8 

平成24年経済センサス‐活動調査 企業等に関する集計－産業横断的集計(経理事項等)
セル秘匿率=秘匿セル数÷（総セル数-「－」 […]セル数-小数点表章のセル数）×100

秘匿セル数 ＝ 情報量損失，セル秘匿率 ＝ 開示リスク



②高次元クロス集計表（度数表）の作成
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産業 地域 経営 度数

1

1
1 5
2 3

2
1 0
2 0

3
1 1
2 8

2

1
1 3

2 3

2
1 3
2 0

３
1 2

2 2

元データ

結果表A 結果表B

30
レコード

産業/
地域

1 2 3 行計

1 8 0 9 17

2 6 3 4 13

列計 14 3 13 30

経営/
地域

1 2 3 行計

1 8 3 3 14
2 6 0 10 16

列計 14 3 13 30



秘匿のない度数表に基づく高次元結果表の作成
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産業/
地域

1 2 3 行計

1 8 0 9 17

2 6 3 4 13

列計 14 3 13 30

経営/
地域

1 2 3 行計

1 8 3 3 14
2 6 0 10 16

列計 14 3 13 30

結果表A

結果表B

 計算方法
結果表Aの産業セルを結果表Bの経営セルの割合で分割

 推計セル（地域x, 産業y, 経営z）＝
結果表Aセル（地域x,産業y）×結果表Bセル（地域x,経営z） ÷
結果表Bセル（地域x,列計x）
地域x の値= 1-3, 産業yの値= 1-2, 経営zの値= 1-2

推計値
地域

行計
1 2 3

産業 1 8 0 9 17

経営
1 5 0 2 7 

2 3 0 7 10 

産業 2 6 3 4 13

経営
1 3 3 1 7 

2 3 0 3 6 

計 14 3 13 30



推計値,実測値とその差分（度数表,数量表）
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産業 地域 経営
①推計値 ②実測値 差分①－②

売上高 度数 売上高 度数 売上高 度数

1

計 2,460 17 2,460 17 0 0

1

計 1,190 8 1,190 8 0 0

1 550 5 760 5 -210 0

2 640 3 430 3 210 0

2

計 0 0 0 0 0 0

1 0 0 0 0 0 0

2 0 0 0 0 0 0

3

計 1,270 9 1,270 9 0 0

1 248 2 80 1 168 1

2 1,022 7 1,190 8 -168 -1

2

計 2,220 13 2,220 13 0 0

1

計 1,040 6 1,040 6 0 0

1 480 3 270 3 210 0

2 560 3 770 3 -210 0

2

計 660 3 660 3 0 0

1 660 3 660 3 0 0

2 0 0 0 0 0 0

3

計 520 4 520 4 0 0

1 102 1 270 2 -168 -1

2 418 3 250 2 168 1

総計 4,680 30 4,680 30 0 0



【事例】上位類の情報に基づく推計と実測値との差分
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産業 地域 経営 度数 ①推計値 ②実測値 差分①－②

1

計 17 2,460 2,460 0

1
計 8 1,190 1,190 0
1 5 749 760 -11
2 3 441 430 11

2

計 0 0 0 0

1 0 0 0 0

2 0 0 0 0

3

計 9 1,270 1,270 0

1 1 133 80 53
2 8 1,137 1,190 -53

2

計 13 2,220 2,220 0

1
計 6 1,040 1,040 0

1 3 437 270 167
2 3 603 770 -167

2

計 3 660 660 0

1 3 660 660 0
2 0 0 0 0

3
計 4 520 520 0
1 2 263 270 -7

2 2 257 250 7
総計 30 4,680 4,680 0

秘匿対象とならない集計表（上位類）からの売上高推計



ランダム丸め法
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丸め法
地域

行計
1 2 3

産業 1 ９ 0 9 18

経営
1 ６ 0 ０ 6

2 3 0 ９ 1２

産業 2 6 3 ３ 1２

経営
1 3 3 ３ ９

2 3 0 ０ ３

計 1５ 3 1２ 30

元値 丸められた値（確率）

0 0（1）

1
0(2/3), または
3(1/3)

2
3(2/3), または
0(1/3)

3 3（1）

4
3(2/3), または
6(1/3)

5
6(2/3), または
3(1/3)

6 6(1)

秘匿対象「1」,「２」は，「０」または「３」に変換

【事例】



③データキューブ作成のためのデータ整備
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産業

大

中

小

経営

企業

会社企業

事業所

・・・

・・・

・・・

・・・

地域

地方

都道府県

市町村

階
層

メンバー

全国

01県

01市 ・・・

47県

Ｎ村

平成24年経済センサス‐活動調査 分類区分等 4 5 6 7 8-1 8-2 9 10

対
象

全 企 業 等 ○ ○ ○

法 人 ○

会 社 企 業 ○

複 数 事 業 所 企 業 等 ○ ○ ○

分
類
事
項

企 業 産 業 分 類 小 小 小 中 中 大 大 小

単 一 ・ 複 数 の 別 ②

企 業 常 用 雇 用 者 規 模 ⑦

企 業 従 業 者 規 模 ⑧

資 本 金 階 級 ⑦

支 所 数 規 模 ⑧

国 内 支 所 の 分 布 範 囲 ② ②

電 子 商 取 引 の 有 無 ④

事業所・企業調査の事例



決定木による平均情報量の活用

21

No. 産業 地域 経営 度数 2値 決定木のEntropy

1

1

1
1 5 0

0.811

=
(9/12) * ln(12/9)

+
(3/12) * ln(12/3)

2 2 3 0

3
2

1 0 0

4 2 0 0

5
3

1 1 1

6 2 8 0

7

2

1
1 3 0

8 2 3 0

9
2

1 3 0

10 2 0 0

11
3

1 2 1

12 2 2 1

合計 30

秘匿対象セル「度数１または２」とそれ以外のセルを決定木により分類

ID3（Iterative Dichotomiser 3）の平均情報量（正をＰ,負をｎとする）
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










 lnln,



決定木によるクロス項目の構造化
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地域

無:4 無:4 経営

有:2 産業

無:1 有:1

I(3/12, 9/12)=0.811

秘匿「有｣ 秘匿「無｣ 合計 情報量
産業１ 1 5 6 0.650 

産業２ 2 4 6 0.918 
経営１ 2 4 6 0.918 

経営２ 1 5 6 0.650 
地域１ 0 4 4 0.000 
地域2 0 4 4 0.000 
地域３ 3 1 4 0.811 

各項目の情報量 Gain

産業 0.784 0.027 

地域 0.270 0.541 

経営 0.784 0.027 

Gainの大きい項目から木を作る

3

2

21

1

21

産業の計算例
産業1=(1/6) * ln(6/1)+

(5/6) * ln(6/5)=0.650

産業２=(2/6) * ln(6/2)+
(4/6) * ln(6/4)= 0.918

産業= (1+5)/(6+6)* 0.650 
+(2+4)/(6+6)* 0.918= 0.784

Gain=0.811-0.784=0.027

Gain
0.541



まとめ
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•度数表，数量表

•秘匿状況把握

公表済

結果表

•複数の集計表を用いた推計

•上位類の情報による推計
秘匿セル

•結果表間で重複しているセル間照合

•クロス項目の優先順位の検証
データ整備

•秘匿箇所に基づいた多次元クロス集
計表（データキューブ）の作成今後の課題
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